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業績向上に繋げる顧客起点のデジタル変革
医薬営業のデジタル活用の効果

黄 磷 a

篠 田 幸 司b

本研究はデジタル化が相対的に遅れている製薬企業の医薬営業とデジタル活用を

分析対象にして，デジタル活用が営業業績の向上に繋げることができるのかを究明

し，デジタル変革（DX）を阻む「壁」を明らかにすることを目的としている。日

本の製薬企業の営業担当者（MR）に関する調査データを分析した結果，対面型営

業にデジタル技術の導入とデータの利用を図るデジタル活用が容易に営業業績の向

上に繋がらないことを明らかにした。この現状を打破するためには，個別化した顧

客関係管理，顧客のニーズや顧客が求めている価値に基づいた顧客起点の思考への

転換が求められている。

キーワード デジタル活用，顧客起点，デジタル変革（DX），顧客戦略，

業績向上

1 は じ め に

デジタル技術と情報通信技術の発展に伴って，あらゆる産業においてデジタル変革（デジ

タルトランスフォーメーション，略して DX
1）

）が迫られている。このような状況の下で，日

本企業のデジタル技術導入とデータ利用が経営業績の向上に結びついていないことが多いと

言われている。本稿では，このような現実の背後に潜むデジタル変革を阻む「壁」を明らか

にするために，デジタル化が相対的に遅れている製薬企業の医薬営業とデジタル活用を分析

対象にして，リアルの営業にデジタル技術の導入とデータ利用を図るデジタル活用が業績の

向上に繋げることができるのかを究明する。本研究の狙いとしては，デジタル活用が業績の

向上に結び付かない本当の理由が顧客起点にしたマーケティング思考の欠如にあり，そして，

個々の顧客との関係に基づいた技術導入とデータ利用がデジタル変革の起点とすることの重

要性を明らかにしたい。
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製薬企業の営業担当者は医薬情報担当者（MR：Medical Representatives）と呼ばれてお

り，医薬品の適正な使用に資するために，医療関係者を訪問することなどにより安全管理情

報を収集し，提供することを主な業務として行う者をいう。2019年 3 月31日時点で日本の

MR業務に就いている者の総数は，59,900名（前年比2,533名減）である（MR認定センター

2019 p. 2）。近年，製薬企業を取り巻く環境は大きく変化し，従来の医薬営業モデルを見直

すために多くの企業がデジタル投資を行い，営業のデジタル化を進めている。様々なデジタ

ルツールが導入されているものの，現状，営業現場では十分に活かしきれていない。

デジタル変革を促す環境の変化は一層加速している。日本では働き方改革が進められ，限

られた経営資源の中で最大限の経営成果を実現しなければならない。しかしながら，医薬営

業においては，顧客である医師と面会するための待ち時間が長く，非効率な営業を続けてい

る。また，製薬業界全体としては大規模なM＆Aが行われ，コスト管理が徹底されること

で人員削減や配置転換が加速度的に進んでいる。さらに，コロナ禍の中，製薬企業各社はデ

ジタル化を急速に進めている状況であるが，業績向上に繋げる最適なアプローチと方法は明

確になっておらず，試行錯誤の状態である。

新たな営業モデルを構築するにあたり，製薬企業はデジタル技術の導入と AIによるデー

タ利用を進めているが，デジタル変革が経営業績への影響が不透明であるため，どのような

資源や能力がどのように調整，統合されるべきであるのかが不明確のままである。他の産業

や業界と同様，リアルな対面営業とデジタル技術を活用した営業を連動させ，デジタル化に

投入した経営資源を有効に活用して医薬営業を効率的に遂行するため，効果的なデジタル変

革を実現させる必要に迫られている。

2 医薬営業におけるデジタル活用の現状と課題

2．1 デジタル変革を促す環境の変化

本稿でいうデジタル活用は，単にデジタル技術や AIシステムの導入に留まらず，企業活

動の効率化と顧客への価値提供に結び付けた技術とデータの利用を指す。医薬営業に分析の

焦点を当てることで，日本企業におけるデジタル活用の課題をより鮮明にすることができる

と考える。

製薬業界における国の政策と規制に関して近年大きな変化として，薬価抑制圧力の増大，

薬価基準制度の抜本改革，費用対効果評価の本格導入，長期収載品の薬価引き下げなどがあ

げられる。特に営業に関しては，規制強化やコンプライアンスへの厳格な対応が求められる

ようになってきた（厚生労働省令 2004）。2012年 4 月に日本製薬工業協会が「企業活動と医

療機関等の関係の透明性ガイドライン」を施行し，利害関係者への寄付金や報酬に関する情

報公開と，飲食行為の自主規制を施行した。また，医療機関によっては，完全アポイント制
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による訪問ルールを定める施設が年々増加している。2017年 4 月に「臨床研究法」が国会で

承認された（厚生労働省 2017）。これらの変化により，製薬企業の営業のあり方が見直され，

従来の対面型中心にした営業スタイルでは，医師のニーズを十分満たすことが難しくなって

いる。製薬企業と医師の関係，情報取得に関する医師の指向性にも変化が生じ，近年注目さ

れているのが営業活動へのデジタル技術の導入と，デジタルプロモーションの強化である。

2．2 医薬営業のデジタル化と情報提供チャネルの現状

製薬業界においては，他の業界と比べるとデジタル化が遅れていると言われてきた。近年，

製薬企業におけるデジタル技術を活用する専門部署の新設が加速度的に進んでいる（佐々木

2019）。また，医師からの問合わせに対して AI技術を活用したチャットボットでの一次対応

を実現している企業もある。営業からの日々のレポートによる活動ログや，医師のWeb講

演会やデジタルコンテンツへのアクセス状況を AIに読み込ませることで，営業活動へのレ

コメンド機能を搭載している。このようなデジタル化により，どの医師がいつどのコンテン

ツにアクセスしたのかをリアルタイムに把握できるようになった。日本の製薬企業各社は，

多種多様なデジタル技術や新しいシステムの導入，AIやビッグデータなどのデジタル関連

の投資を進めている（ミクス Online 2017）。

本部主導あるいは本社の専門部署によって推進されているデジタル化の様々な施策は，営

業活動の効率化，そして，業績の向上に結び付けることが期待されている。しかしながら，

従来のMRによる対面型の情報提供とデジタル技術を利用したオンライン型の情報提供を

単に混在させるだけでは，顧客である医師や医療関係者にとっても製薬企業にとってもメ

リットがなければ，デジタル化は簡単には進まない（原 2019）。

MRと医師との対面による情報提供をベースとしたリアルな形態は，営業，講演会や学会

などがあるが，医師に対してデジタルプロモーションとして利用されている営業形態として

は，Web講演会，自社ホームページ，デジタルコンテンツなどの自社保有メディア，そし

て，m3.comやケアネットなど医薬情報提供を専門とする外部メディアを介したアプローチ

が挙げられる。本研究では，医薬営業における情報提供形態の現状を明らかにするために，

製薬企業のMRを対象にした調査を2020年10月上旬に実施した。調査の概要について 3.2 で

詳しく述べるが，ここでは，対面型情報源とデジタル型情報源に関するMRの評価に注目

する。自社製品を処方する上で各種情報源の医師への影響力の評価に関する調査の結果が，

図１に示されている。

MRが自社製品の処方に関する医師への影響力を 7点尺度で評価した結果，医師同士の口

コミや学会といった顧客同士の情報交換が最も影響力があり，MRによる営業や講演会と

いった対面型の情報提供は，デジタル型のWEB講演会，専門サービスの外部メディアと製
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薬会社 HPコンテンツなど情報源に比べて影響力があると評価されている。つまり，医薬営

業の現状では，デジタル型の情報提供よりも CtoC型の情報交換とMRによる対面型の情報

提供が営業の業績に対する影響力が大きいと言える。

次に，前述したようなデジタル変革を促す環境からの圧力に対して，医薬営業にデジタル

活用が進んでいるのかという現状を確認するために，過去 3年間の変化と，昨年度の同じ時

期に比べての変化について調査した結果は，図 2に示されている。現状では，新型コロナ感

染症の影響で昨年度同時期に比べて営業活動のデジタル化がかなり進んだが，過去 3年の間

においては，医師への情報提供や医師へのアプローチには，デジタルを取り入れるように

なってきたが，大きくは前進していないと言える。

CtoC型

情報交換

医師同士の口コミ 6.0

学会 5.7

対面型

情報提供

MRによる営業 5.2

講演会 5.19

デジタル型

情報提供

WEB講演会 4.6

外部メディア 4.4

製薬会社 HPコンテンツ 3.8

図 1 自社製品を処方する上で各種情報源がもつ医師への影響力の評価（2020年10月調査）

注：数字は，回答者304人の 7 点尺度による評価の平均値。

図 2 医薬営業におけるデジタル活用の現状と変化

注：数字は回答者304人の 7点尺度による評価の平均値。

昨年度同時期と比べての営業活動のデジタル化

5.9

5.4過去３年間の営業活動のデジタル化

5.1医師への情報提供のデジタル化

5.07医師へのアプローチのデジタル化
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2．3 顧客起点のデジタル活用

対面型の営業とデジタル営業を融合したデジタル活用は，医師や医療関係者側のメリット

は何かを常に考えながら進めていく必要がある。個々の医療従事者のニーズを深く汲み取り，

それぞれに最適化された情報提供を行うマーケティング思考の下で，リアルとデジタルを効

果的に組み合わせて医師がMRの営業やデジタルの情報源のそれぞれから求めている情報

は何かを個々に把握することで価値を提供する（谷 2014）。デジタル化が進むと，顧客に対

する個別化（パーソナライゼーション）アプローチが重要になるだけでなく，効率的かつ効

果的に実行した場合，業績の向上にも繋がる（Abraham et.al. 2017）。

製薬企業において，デジタル変革を押し進めるにあたり，単にデジタル投資，デジタル技

術の導入やデータの利用に留まらず，医師，またその先にいる患者のニーズを満たすことを

目的とした個別化アプローチを可能にするシステムと仕組みを構築することが重要である。

図 3のような医師プロファイルの構築と活用によって，個々の医師のニーズを深く汲み取り，

それに合わせて営業活動をリアルとデジタルの融合したアプローチで適切に行うことができ

れば，デジタル活用によってMRの業務の効率が高まり，業績の向上にも繋がっていくも

のと考えられる。

顧客起点のデジタル変革には，顧客に対する個別化アプローチを実現するためのデジタル

技術の導入とデータ活用，顧客価値と企業の業績向上に繋がるデジタル活用，それに伴う組

図 3 医師プロファイルの構築と活用

出所：工藤・須川（2017）p. 43 図 3より。

医師の反応・ログ 医師プロファイル DB更新
医師別の情報提供
プロセス設計

実行

MR 日報・施設情報

MSL 日報・研究活動
記録

講演会
参加者

アンケート

コール
センター

問い合わせ
内容記録

【医師情報】
・氏名，性別，年齢，臨床経験年

数
・所属施設，勤務年数，担当診療

科，担当曜日・時間，直近の予
定

・専門，参加学会，直近の執筆文
献，共同研究者

・性格，志向性 など

【（医師が所属する）施設情報】
・施設名，診療科
・院長・副院長・その他要職の情

報
・患者数（入院・外来），手術件

数
・直近のニュースリリース など

【医師と自社・他社との関係】
・自社・他社製品処方量
・講演会・セミナーの依頼・参加

実績，講演内容 など

【医師と自社担当MRとの関係】
・訪問実績（平均月訪問回数，訪

問時間，会話時間）
・情報提供内容 など

メール・
メルメガ

開封記録・
クリックログ

自社
Webサイト

アクセスログ

外部
Webサイト

アクセスログ

Web
セミナー

申し込み情報
視聴ログ

SNS 情報発信内容

誰に
（必要に応じて
コメディカルにも）

何の情報を

何を
ハイライトして

どのチャネルで
（何を組み合わせて）

いつ・どの
タイミングで

MR

MSL

講演会

コール
センター

メール・
メルマガ

自社
Webサイト

外部
Webサイト

Web
セミナー

SNS

対
面
に
よ
る
情
報
提
供

統
合 解

釈

デ
ジ
タ
ル
に
よ
る
情
報
提
供
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織の調整と変化など，企業経営の様々な領域での変革が求められている。デジタル活用と連

動した顧客戦略とは，顧客の属性や価値観など顧客像に関する情報，ブランドイメージの情

報，購買習慣やメディア習慣などの行動情報などを数値化し，どんなアプローチが顧客を動

かして事業を伸ばせるかを精緻に分析した上で策定される企業の基本方針である。

2．4 デジタル活用に先行する顧客戦略の三つの側面

本稿では，製薬企業の医薬営業における顧客戦略に焦点を当てるが，マネジメントの出発

点となる顧客戦略に関しては，デジタル活用の先行要因として三つの側面に分けて考えるこ

とができる。

第一に，自社や担当MRとの関係で顧客である医師をいくつかのタイプに分けることが

できる。具体的には，医師の処方行動，自社製品の処方と医師との関わり方によって，試用

する医師群，処方経験の多い医師群，そして，第一選択薬として処方する医師群の三つのセ

グメントに分けることができる。医師の処方経験に基づいて顧客戦略を立てて，デジタル活

用の進展と効果を評価することができる。

現実には，医師と自社との関係がデジタル活用，さらに業績への関連性についての評価や

検証までには至っていないのが実情であり，デジタル営業が現場での影響力を評価されず，

十分に浸透していない要因の一つであると考えられる。医師の処方経験の状態によって特定

の製薬企業との関係を識別し，これに合わせてデジタル活用の状態も変化させる必要がある。

第二に，医療機関の世代交代や新型コロナの影響によって，デジタル営業に対する医師の

感受性，デジタル技術を活用した情報収集のニーズが高まっていることを踏まえると，医療

業界全体としてデジタル化が大きく進展する可能性が示唆される。

感受性の高低とは医師が営業による対面での情報提供を好むのか，あるいはデジタルで必

要な情報を必要なタイミングで取得することを好むのかということである。デジタルリテラ

シーとは，インターネットを中心にデジタル情報や通信について，パソコンやスマートフォ

ンなどの機器やアプリの知識を持ち，不自由なく利用できる能力のことである。顧客である

医師を情報収集の行動からMR派（リアル型），インターネット派（デジタル型），マルチ

チャネル派（融合型）の大きく三つに分けられる。これらの顧客タイプの中で，インターネッ

ト派とマルチチャネル派の医師のデジタルリテラシーが高いと推測される。

大手製薬企業のデジタルチャネルへのアクセス回数のログを分析すると，個々の医師の間

に大きなバラつきがあることを確認している。デジタルリテラシーの高い医師はリアルより

デジタルからの情報を好む傾向にあると考えられる。医師のデジタルチャネルに対する感受

性の高低，そして，医師のデジタルリテラシーの高低によって市場目標となるセグメントを

識別できる。
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第三に，製薬企業が保有している様々なチャネルで行っている情報提供に対する医師の反

応や活動ログから，医師のニーズを的確に捉えていかなければならない。しかしながら，実

際多くの企業でこれらの顧客情報を一元化することができていない。現実には，個別化がで

きていない製薬企業は，デジタル営業に対する医師の感受性を個別に把握できていないため，

医師のデジタルリテラシーとは関係なくすべての顧客に営業をかけている。このような顧客

戦略を「全方位営業」と呼ぶことができる。

以上のように，医師が自社製品に対する認知度や処方の有無，医師のデジタル指向やデジ

タルリテラシーの高低，営業のターゲティングなど，様々な要因がデジタル活用に複合的に

影響を与えることが想定される
2）

。顧客である医師の視点に立つと，製薬企業の製品との関わ

り方を示す医師の処方経験，医師がデジタルチャネルを通じて情報を収集・取得するデジタ

ル指向性，そして，営業の市場目標となる顧客の設定を，デジタル活用を促進する先行要因

として捉えることができる。

2．5 デジタル活用と業績との繋がり

デジタル技術を導入し，データを利用して，新たなビジネスモデルやプロセスを生み出す

デジタル変革は，売上の拡大，生産性向上，コスト削減や働き方改革など多くの効果をもた

らすとされる。デジタル活用の業績の向上に繋がる効果に関するこのような議論は，ある種

の通説になっている。しかしながら，製薬企業各社がデジタル技術の導入を進め，リアルと

デジタルを融合した新たな営業モデルを構築するにあたり，顧客である医師に対してどの情

報提供チャネルのヒット率が高いのかについて十分に把握できておらず，デジタル活用と業

績との繋がりが不透明である。そのため，デジタル化への投資や専門部署の設置などのデジ

タル化の施策が推進されている一方で，医薬営業の現場では，対面による人的アプローチを

ベースにした従前通りの情報提供が重視されている。

デジタル活用と営業の業績との間に正の関係が認められれば，あるいは，デジタル活用が

どのようなパスを経由して営業の業績に連動しているのかを明確にすることができれば，デ

ジタル変革の方向性が一層明確になり，経営資源を業績の向上に繋げる営業活動にシフトさ

せることができる。このような考えの下で，本研究での主となる問いを，医薬営業における

デジタル活用が業績の向上との因果関係を実証的に分析することを通じて，製薬企業のデジ

タル活用がなぜ業績の向上に結び付きにくいのかについて検証することにしている。医薬営

業に限らず，デジタル活用やデジタル変革がいかに企業の能力を高め，経営業績の向上に繋

がるのかといった問題の解明は未拓の研究課題となっている
3）

。
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2．5．1 デジタル活用による医師へのアプローチの改善

2．3で論じたように，デジタル技術の導入によって，顧客である医師に対する個別化アプ

ローチでの営業を可能にし，個々の医師のパーソナルなニーズを汲み取り，医師が求める情

報を最適なチャネルを通じて提供できるようになる。情報提供のチャネルをリアルのみ，デ

ジタルのみ，リアルとデジタルの融合の大きく三つのパターンに分けて考えた時，リアルと

デジタルを効果的にバランス良く組み合わせることが求められる。この組み合わせには個々

の医師によってパターンは様々であるが，構築されている医師プロファイルを活用して，

MRが個々の医師に応じたアプローチを展開することができる。各医師に対する効果的なリ

アルとデジタルのアプローチ方法，つまりベストミックスについて把握できていれば，デジ

タルをリアルの営業にうまく取り込むことによる業績の向上が期待できる。

個別化した医師へのアプローチの改善が営業の業績向上に繋がったかどうかを検証するこ

とが必要になってくる。現実には，AIを導入し始めた企業もあり，医師へアプローチする

際に情報のパーソナライゼーションによって訪問する医師に提案したり，チャットボットに

よる一次対応をしたりなどが導入例として挙げられる。しかし，デジタル活用による医師へ

のアプローチの改善が業績を向上させた研究結果も社内の報告もなく，医師へのアプローチ

の選択はMR個人の能力に左右され，デジタル活用による医師へのアプローチの最適化は

取り組まれていないのが実情である。

2．5．2 デジタル活用による営業の業務の効率化

昨今，働き方改革により限られた時間の中で最大限のパフォーマンスを発揮することが求

められており，MRにおいても例外ではない。従来の営業スタイルとしては，昼夜問わず仕

事をしているような業界であったが，現在は勤務時間の徹底した管理が進んでおり，業務の

効率化を意識せざるを得ない環境に大きく変化している。製薬企業各社は社内外の様々なリ

ソースを組み合わせたデータログから営業活動を多面的な角度から支援し，効率化を図って

いる。医師に対するターゲティングの精度やプロモーションの効果を高めることで，営業業

務の効率化に繋げるようにデジタル技術やデータを活用している。

営業がデジタル技術を活用している具体例としては，対面型の活動だけでなくデジタルと

融合したり，デジタル単独で情報提供することで対面型の活動の一部をオンライン型に置き

換えたりしている。このようなデジタル活用は，効率的な営業に繋がり，結果としてMR

の生産性の向上が期待できるが，最終的に営業業績の向上に繋がっているのか，検証する必

要がある。
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3 デジタル活用と営業業績の向上に関する実証分析

医薬営業におけるデジタル活用と営業業績の向上との関係を実証的に明らかにするために，

本研究では，日本の製薬企業のMRを対象にアンケート調査を実施し，デジタル活用がど

のように業績向上に繋がっているのか，そして，先行要因としての製薬企業の顧客戦略がデ

ジタル活用にどのような影響を与えるのかに関する分析モデルを構築して検証した。この節

では，この実証分析の結果について詳しく述べる。

3．1 リサーチクエスチョン，仮説と分析モデル

3．1．1 リサーチクエスチョンと仮説

本研究では，次の二つの検証したいリサーチクエスチョン（以下 RQ）を立てている。

RQ 1 デジタル活用がどのような因果パスで業績向上に繋がるのか？

医薬営業のビジネス・プロセスを大きく二つの段階に分けることができる。一つは製薬企

業の組織内部における様々な営業の業務である。もう一つは顧客とやり取りするサービスエ

ンカウンターにおける医師へのアプローチに関する様々な営業活動である。2.5 で論じたよ

うに，デジタル活用は，営業業務の効率を高めることで営業業績の向上に繋げることができ

る。また，デジタル活用は，医師へのアプローチの効率を改善することで営業業績の向上を

実現させることができる。さらに，デジタル活用と業績との繋がりに関して，デジタル化が

新たなビジネスモデルやプロセスを生み出し，売上の拡大，生産性向上やコスト削減など多

くの効果をもたらすという通説も検証したい。したがって，RQ 1に関しては，次の五つの

仮説を提示することができる。

仮説 H 1－1 デジタル活用は営業業務の効率を高める。

仮説 H 1－2 営業業務の効率化は営業業績の向上に繋がる。

仮説 H 2－1 デジタル活用は医師へのアプローチの効率を改善する。

仮説 H 2－2 医師へのアプローチの改善は営業業績の向上に繋がる。

仮説 H 3 デジタル活用は，営業業績の向上に繋がる。

RQ 2 医師を起点とした顧客戦略はデジタル活用を促進するのか？

2．4で論じたように，顧客である医師を起点にした製薬企業の顧客戦略を，自社製品の処

方からみた顧客との関係，製薬企業や営業担当者が把握している医師のデジタル指向，そし

て，企業が目標として設定した顧客セグメントの三つの側面から捉えることができる
4）

。した

がって，RQ 2に関しては，次の三つの仮説を提示することができる。

H4は，製薬企業と顧客である医師との関係に関する仮説である。医師のデジタル指向は

個々の医師のデジタルリテラシーやデジタル営業に対する感受性を指しているが，すでに述
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べたように，デジタル技術と AIの利用によって製薬企業やMRは医師のデジタルの情報提

供チャネルへのアクセス回数を把握している。仮説 H 5は医師のデジタル指向に基づいた

顧客戦略の影響を検証し，仮説 H 6は医師のデジタル指向に関わりなく，自社の顧客にな

りうるすべての医師にアプローチする全方位営業という顧客戦略の影響を検証しようとする

ものである。

仮説 H 4 自社製品の医師の処方経験に基づくデジタル営業がデジタル活用を促進する。

仮説 H 5 医師のデジタル指向に基づくデジタル営業はデジタル活用を促進する。

仮説 H 6 全方位営業に基づくデジタル営業はデジタル活用を促進する。

3．1．2 分析モデル

上述した 6つの仮説を［先行要因］―［媒介要因］―［結果要因］の因果パスとして図示する

と，図 4のような分析モデルになる。2．4と 2．5で論じた既存の理論知識および経験的な通

説に基づいて，すべての因果パスがポジティブな関係であるとの仮説が提示される。

3．2 観測変数の測定とデータセット

分析モデルで提示した潜在変数の測定については，表 1に示されている質問項目で構成し

たアンケート調査表で収集したデータで行った。すべての潜在変数に関しては，二つ以上の

観測変数（質問項目）を設定している。営業におけるデジタル活用を，過去三年間において，

営業活動，医師へのアプローチと医師への情報提供に，デジタル（Web，HPコンテンツ，

外部メディアなど）を取り入れていることに関する質問で測定した。また，結果である営業

顧 客 戦 略

図 4 製薬会社の顧客戦略，デジタル活用と営業業績の向上に関する分析モデル
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業績の向上に関しては，売上，シェアと新薬または担当製品の採用率の過去一年間の平均で

測定した。製薬企業の顧客戦略の三つの側面と営業活動の生産性向上の二つの側面に関する

それぞれの質問項目は表１の観測変数（質問項目）欄に示されている。

日本の製薬業界に詳しい調査会社に委託し，2020年10月上旬に，「製薬会社の営業におけ

るデジタル活用に関するアンケート調査」を実施した。その結果，表 1に示しているリッ

カート 7段階尺度で設定した21の質問項目に対して，349名のMRに対して質問表を配信し

て304名から有効な回答を得た。

3．3 データ分析と結果

図 4に示されている分析モデルの八つの仮説を検証するために，統計ソフト SmartPLSを

表１ 顧客戦略，デジタル活用と営業業績の向上に関する質問項目と

測定の信頼性・妥当性

先行要因 潜在変数 変数名 観測変数（質問項目）

因子

負荷量

（＞0.7）

Cronbach
の

アルファ

（＞0.7）

rho_A
（＞0.7）

合成

信頼性

（＞0.7）

平均分散

抽出

（AVE）
（＞0.5）

製薬企業の

顧客戦略

医師の処方経

験

q9s2 自社製品を試用している医師 0.907

0.922 0.923 0.95 0.865q9s3 自社製品の処方経験の多い医師 0.946

q9s4 第一選択薬として処方する医師 0.936

医師のデジタ

ル指向

q10s1 デジタルチャネルへのアクセス回数を把握している

医師
0.820

0.885 0.892 0.92 0.743q10s3 デジタルチャネルへのアクセス回数が多い医師 0.869

q10s5 オンライン情報収集の意向を把握している医師 0.873

q10s6 オンライン情報収集の意向が高い医師 0.884

全方位営業

q10s2 デジタルチャネルへのアクセス回数が少ない医師 0.851

0.883 0.885 0.919 0.74
q10s4 医師のデジタルチャネルへのアクセス回数の多少に

関係なく
0.868

q10s7 オンライン情報収集の意向が低い医師 0.853

q10s8 医師のオンライン情報収集の意向に関係なく 0.868

媒介要因

営業のデジ

タル化（過

去 3年間の

変化）

デジタル活用

q6s1 営業活動にデジタルを取り入れている 0.909

0.918 0.918 0.948 0.859q7s1 医師へのアプローチにデジタルを取り入れている 0.929

q7s2 医師の情報提供にデジタルを取り入れている 0.942

営業の生産

性向上

営業業務の効

率化

q11s1 デジタルを活用することで業務が効率化している 0.865

0.716 0.725 0.875 0.778
q11s4 リアルの営業の一部をデジタルに置き換えられてい

る
0.899

医師へのアプ

ローチの改善

q11s2 デジタル活用で医師へのアプローチの回数が増えて

いる
0.926

0.817 0.820 0.916 0.845

q11s3 デジタル活用で短期間で営業成果を創出している 0.912

結果要因

営業業績の

向上（過去

1年間の平

均）

業績向上

q12s1 売上が向上した 0.901

0.817 0.843 0.891 0.732q12s2 シェアが向上した 0.888

q12s3 新薬または担当製品の採用率が向上した 0.771

注：観測変数（質問項目）については，すべて 7段階のリッカート尺度の質問を設定している。
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使って，PLS-SEM（部分最小二乗法構造方程式モデリング）という統計分析手法を用いて

回収した調査データを分析した（Hair et al. 2012）。

確証的因子分析（CFA）の結果，表 1に示しているように，すべての観測変数の因子負荷

量が 0.7 より大きく，潜在変数の信頼性指標（Cronbach のアルファと rho Aは＞0.7），収

束妥当性の指標である合成信頼性（＞0.8）と平均分散抽出（AVE＞0.5）がすべて経験的な

判断基準値を超えている。また，表 2に示しているように，潜在変数間の相関が対角線上の

AVE平方根より小さくなっていることから，構成された潜在変数の弁別妥当性がある。

さらに，すべての質問項目に関する同一の回答者による Common method biasの有無を

確認するために，21の質問項目に関する因子分析を行った。その結果，第一因子によって説

明される分散が41.8％と，50％より小さくなっている。

次に，仮説に関する検証結果を表 3と図 5にまとめている。本研究で最も注目しているデ

ジタル活用と営業業績の向上との関係に関する仮説 H 3は不支持になっている。すなわち，

分析結果は，医薬営業においてデジタル活用がダイレクトに営業業績の向上には繋がってい

ないことを示している。

表 2 構成された潜在変数の弁別妥当性

デジタル

活用

全方位

営業
処方経験

医師のデジ

タル指向

医師への

アプローチの

改善

業務の

効率化

営業業績の

向上

デジタル活用 0.927

全方位営業 0.548 0.860

処方経験 0.712 0.574 0.930

医師のデジタル指向 0.587 0.707 0.709 0.862

医師へのアプローチの改善 0.286 0.374 0.320 0.333 0.919

業務の効率化 0.299 0.308 0.366 0.325 0.59 0.882

営業業績の向上_ 0.080 0.045 0.118 0.127 0.201 0.116 0.855

注：対角線上の網掛けた太字の数字は AVEの平方根。非対角の数字は潜在変数間の相関係数。

表 3 仮説の検証結果

仮 説 β（パス係数） T値 ｐ値 結果

H 1－1 デジタル活用－＞業務の効率化 0.30 5.305 0.000 支持

H 1－2 業務の効率化－＞営業業績の向上 0.136 不支持

H 2－1 デジタル活用－＞医師へのアプローチの改善 0.29 4.623 0.000 支持

H 2－2 医師へのアプローチの改善－＞営業業績の向上 0.20 2.837 0.005 支持

H 3 デジタル活用－＞営業業績の向上 0.365 不支持

H 4 医師の処方経験－＞デジタル活用 0.57 9.650 0.000 支持

H 5 医師のデジタル指向－＞デジタル活用 0.852 不支持

H 6 全方位営業－＞デジタル活用 0.18 3.250 0.001 支持
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もう一方では，仮説 H 1－1，仮説 H 2－1と仮説 H 2－2が支持されたが，仮説 H 1－2が

不支持になっている。つまり，デジタル活用は，営業業務の効率化と医師へのアプローチの

改善にはポジティブな影響を与え，医師へのアプローチの改善は営業業績の向上に貢献して

いる。しかしながら，営業業務の効率化は業績の向上には繋がっていない。

さらに，表 3の分析結果は，仮説 H 4と仮説 H 6が支持され，仮説 H 5が不支持になっ

ていることを示している。この分析結果は，医師の処方経験に基づいた製薬企業の顧客戦略，

そして，医師のデジタルチャネルへのアクセス回数などのデジタル指向の強さに関わりなく，

全方位営業を展開する製薬企業の顧客戦略は，デジタル活用を促していると示している。仮

説5が不支持になっているという検証結果は，デジタル営業に対する医師の感受性や医師の

デジタルリテラシーに基づいた顧客戦略がデジタル活用を促進するとは限らないことを示唆

している。

図 4の分析モデルに示されているすべての潜在変数間の関係に関する検証の結果，統計的

に有意になったパス係数を図 5に示している
5）

。また，PLS-SEMの分析結果から，被説明変数

となっている各潜在変数の説明された分散の量を表す決定係数でモデルの説明力の評価を行

う
6）

。本研究の分析結果では，医師の処方経験に基づいた顧客戦略と全方位営業の顧客戦略に

よって説明されるデジタル活用の決定係数（Adj R2）が 0.54 になっているので，デジタル活

用に関するモデルの説明力が中程度となっている。これに比べて，デジタル活用が営業業務

の効率化と医師へのアプローチの改善に対する説明力は 0.10 未満である。さらに，医師へ

のアプローチの改善を経由してのデジタル活用が営業業績の向上に対する説明力が 0.04 と

図 5 分析モデルの検証結果

営業業務
の効率化
（0.09）

医師の
処方経験

0.57＊＊

0.3＊＊

デジタル
活用

（Adj R2

＝0.54）

営業業績
の向上
（0.04）

医師の
デジタ
ル指向

0.29＊＊

0.18＊

0.2＊

医師への
アプロー
チの改善
（0.08）

全方位
営業

注：＊＊＝p＜0.001，＊＝p＜0.01

業績向上に繋げる顧客起点のデジタル変革 25



非常に低い。つまり，デジタル活用による医師へのアプローチの改善，営業業務の効率化へ

の正の影響，そして医師へのアプローチの改善が営業業績の向上への正の影響が有意に認め

られるが，それぞれの関係による説明力が非常に低い。

4 結論と分析結果に関する考察

本研究での実証分析の結論は次の三つにまとめることができる。

第一に，製薬企業のMRによる対面型のリアル営業にデジタル技術の導入とデータの利

用を図るデジタル活用は，ダイレクトに営業業績の向上に結び付いていない。

第二に，社内の IT部門やデジタル化推進の専門部署が提供するデジタルの機能やシステ

ムは，営業業務の効率を高める効果がある。しかしながら，営業業務の効率化は，現状では，

営業業績の向上には結び付いていない。

第三に，自社製品に関する医師の処方経験に基づいた顧客戦略を立てて，デジタル活用を

推進し，医師のデジタル指向の高低に関わらず，全方位の営業を展開することはデジタル活

用の促進に繋がる。しかしながら，デジタル営業に対する医師の感受性，また，医師のデジ

タルリテラシーなどの医師のデジタル指向に合わせた顧客戦略は必ずしもデジタル活用には

繋がらない。

デジタル化が進むと，顧客に対する個別化アプローチが重要になってくる。しかしながら，

この際にも医師個人のデジタル指向に合わせるあまり，デジタル技術への偏重にならないよ

うに常に顧客戦略を見直す必要がある。デジタル技術を起点にした機能やシステムの偏重よ

り，むしろ医師へのアプローチの回数を増やし，個々の医師のニーズや臨床的課題に合わせ

た，きめ細やかな情報提供ができるようなデジタル活用が，営業業績を向上させる可能性が

大きい。

医師は臨床的課題を解決するために，様々な薬剤を処方することで，日々患者と向き合い，

治療を行っている。医師の抱える課題にマッチした薬剤であれば，製薬会社としてはソ

リューションを提供できることになる。その際，MRとしては医師の直面している課題は何

かを把握し，その課題に対してどのような薬剤の特徴や情報を届けることができれば，医師

のニーズを満たすことができるのかが重要なポイントとなる。そのために製薬会社，MRは

デジタルを活用し，医師との面談を通じて多面的な角度から情報を収集し，自社製品による

ソリューション提案により患者に自社製品が処方され，その結果として業績向上を図ること

が求められている。

働き方改革の推進によりMRの生産性向上が求められている中で，デジタル活用によっ

て営業業務の効率化に繋がる可能性があるが，営業業績を向上させるのかについては，本稿

の分析結果からは明確な答えが得られていない。しかしながら，デジタル活用は営業業務の
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効率化のみならず，顧客である医師へアプローチの改善を媒介して営業業績に寄与すること

を明らかにしたことは，理論的にもビジネスの実践上でも意義のある分析結果である。

本研究において，全体としてデジタル活用のみでは，営業業績の向上に寄与しないことを

明らかにした。また，医師の処方経験に合わせた企業の顧客戦略が効果的であることも明ら

かにされた。そのため，顧客である医師の処方経験に応じたアプローチによって，効果的な

デジタルプロモーションを行うことができると考えられる。デジタルで提供する情報が個々

の医師が抱える臨床的課題を解決するかどうかは，営業業績の向上を考える際の重要な視点

となる。また，顧客である医師を起点にして，デジタル活用による個別化アプローチで提供

するコンテンツを的確なタイミングで配信できれば，医師が必要としている情報にリーチす

る確率が高まり，結果として自社製品の処方行動に繋がる。

5 む す び

本稿は，製薬業界の医薬営業におけるデジタル活用の現状，促進要因，そして効果を実証

的に分析した。分析の全体を通して，日本企業におけるデジタル技術の導入とデータ利用が

経営業績の向上に結び付いていないことが多い現象の背後にある本当の理由が見えてくる。

顧客が抱えている解決すべき課題が見えない状態で企業組織の内部や現場にデジタル化を求

めても，デジタル変革は成功しない。成功の鍵を握るのは，医師のニーズを深く汲み取る個

別化アプローチに基づく顧客を起点としたマーケティング思考である。

新型コロナウイルスの感染拡大により，不確実性が増す中で外部の力によって強制的にオ

ンラインで対応しなければならない事象が多くなり，結果的にデジタル技術の利用や非対面

のアプローチが増えている。しかしながら，このようなデジタル化の内実は，必要に迫られ

て会社内の業務を組織の都合や論理で移行しているものが多く，決して顧客のニーズや顧客

が求める価値に基づいた変革ではない。

デジタル変革に関する議論は，専門部署や IT部門が提供する機能やデジタル技術に偏重

している。この現状を打破し，デジタル活用を業績向上に結び付けるためには，個々の顧客

との関係，そして，個々の顧客のニーズや顧客が求めている価値に基づいた思考への転換が

求められている。

注

1）経済産業省「DX推進ガイドライン」（2018年12月）においてデジタル・トランスフォーメー

ション（Digital Transformation，略して DX）を，「企業がビジネス環境の激しい変化に対応し，

データとデジタル技術を活用して，顧客や社会のニーズを基に，製品やサービス，ビジネスモデ

ルを変革するとともに，業務そのものや，組織，プロセス，企業文化・風土を変革し，競争上の

優位性を確立すること」と定義している。

業績向上に繋げる顧客起点のデジタル変革 27



2）伝統的なマーケティングの思考では，製品を起点として製品ライフサイクルや製品領域などを

軸にして市場のセグメントを定義し，製品指向の顧客戦略が策定される。デジタル変革において

は，デジタル技術を起点として，顧客の抱える課題よりも製品やサービスの技術的な課題を重視

する傾向が強くなり，技術革新の先進性を過信する傾向がある。日本国内の DXの議論は，未だ

に IT部門が提供する必要な機能やシステムに比重を置かれていることから，技術を起点にして

策定される顧客戦略はしばしば顧客が求める価値や顧客のニーズを軽視することに繋がっている。

3）デジタル技術は根本的に企業や業界を変革してきた過去の20年間において，企業の業績に対す

るデジタル技術の役割を扱った研究はほとんど見当たらない。Ferreira et al.（2019），Kuester et

al.（2018），Nambisan et al.（2017）が指摘しているように，企業のイノベーション能力とパフォー

マンスに対するデジタル化の影響はほとんど未踏の研究トピックとなっている。

4）製品を起点にした製薬企業の顧客戦略に関しては，新しく発売された新薬が導入期，特許が切

れたジェネリック製品が発売される時期が衰退期と定義される医薬品の製品ライフサイクル，あ

るいは，プライマリー，オンコロジー，スペシャリティ，ワクチンなどに分類される製品領域で

策定することができる。紙面の制約により，本稿では取り上げることができないが，デジタル活

用と営業業績の向上に対する製品ライフサイクルや製品領域の調整効果があると想定される。

5）パス係数の値は－1から＋1の範囲で標準化され，＋1に近いほど強い正の関係を表し，－1

に近いほど強い負の関係を表している。パス係数の値によって，それぞれの関係の重要性と関連

性を検討することができる（Hair et al. 2014）。

6）分析モデル評価の主要な基準である決定係数（R2 と Adj R2）は，各内因性潜在変数の説明さ

れた分散の量を表し，分析モデルの説明力ないし予測精度の尺度である。決定係数の値の範囲は

0から 1であるが，許容可能な値に関して「大まかな」経験則に頼る必要がある。Hair et al.

（2011）によれば，0.75，0.50，0.25 でモデルの説明力や予測精度の高い，中程度，または弱いレ

ベルと判断することができる。
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